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要　　旨

県内の工場・事業場に設置されている冷却塔，空気圧縮機およびボイラについて，使用中の状

態におけるパワーレベルを，形式札　各種能力別に調査した。その結果，パワーレベルと使用年

数との間には相関はなかったが，パワーレベルと各種能力との間には強い相関か認められ，法令

に基づく届出等で把握の容易な能力や業界で一般に呼称されている能力を用いて計算しても，パ

ヮmレベルを推定できることが明らかになった。また，これらの能力を用いてパワ【レベルを求

める場合，±4dBの誤差範囲内で対数回帰式から計算できることも分かった。なお，形式別によ

るパワーレベルの違いは，空気圧縮機において顕著てあり，回転式は往復式に比へ14dB（A）程度小

さく，防音バッケーージの効果と思われるレベルの差かあった。

1　は　じ　め　に

騒音は，日常生活に関f系の深い問題てあり，また，

その発生源も多種多様であることから，例年，典型7

公害に関する苦情のうちで最も多くを占めている。な

かでも，騒音に係る苦情のうち，約3割か工場・事業

場騒音によるものである。

近年，儒者対策は規制から未然防止へと移行しつつ

あるが，とりわけ，環境影響評価制度の導入はその有

効な手段として庄目されている。工場■事業場騒音に

関して，この制度を効果あるものにするためには，予

測精度上最も影響の大きい騒音源のパワーレベルテ一

夕の集積・整理か重要である。しかし，そのテ一夕は，

現在のところ測定の煩わしさ1ト3）から，決して十分と

はいえない状況にある。また，数少ないデータも系統

だった測定かなされておらす，その結果，騒音源に係

る能力の大小や使用年数の遠いによるパワーレベルを，

ほとんど同一視して使用することを余儀なくされてい

る。

本稿は，工場・事業場に多数設置されている冷却i乳

空気圧縮機およぴボイラについて，現に使用中の状態

におけるパワーレベルを能力別に調査し，その結果に

ついてとりまとめたものである。

なお，この報告は，環境影響評価技術的事項調査研

究事業（環境審査課）のひとつとして行われた「騒音

原のパワーレベルに関する調査研究」の一部をまとめ

たものである。

2　調　査　施　設

県内の工場・事業場に設置されている冷却塔，空気

圧縮機およぴボイラについて，表1に示すとおり，調

査を実施した。また，このほか，表2に示す各能力や

使用年数についての調査もあわせて行った。

表1にみられるとおり，冷却塔については向流式と

直交虎式に分類し，特に設置台数の圧倒的に多い向流

式を中心として，原動機の定格出力か0．75Ⅲ，2・2KW，

37刷，55KWおよび75KWの5能力別に調査した。

空気圧縮磯にあっては，定置式て，しかも設置台数

の多い容積形のなかから，往復式と回転式のうちのね

じ式でパッケージに格納されているものについて，原

動機の定格出力か7．5KW，22紺，37KW，55糾およぴ75打〃

の5能力別に調査した。

ボイラにあっては，設置台数の大半を占める炉筒煙

管式と水管式のうち，液体燃料を使用するものについ

て，伝熱面積か10～30rn2，30～50rnZ，50～70血ご，70～

90Ⅱ1ヱおよぴ90～110mZの5能力別に調査した。
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表1　調査施設

施 設名 形　 式
調 査 施

設数

能　　　 力 ※

ロ 2 3 4 5

冷却 塔
向 流式 15 0 ．7 5 2　2 3 ．7 5　5 7　5

直 交 虎式 3 0　7 5 5　5 7 ．5

空 気 圧 縮 機
回転 式 16 7　5 2 2 37 5 5 7 5

往 復 式 13 7 ．5 2 2 3 7 5 5

ポ イ ラ

炉 簡便 管 式 15 10 ～ 3 0 30 ～ 5 0 5 0～ 70 7 0 ～ 9 0 9 0－ 110

水管 式
立 形 3 10～ 3 0

一 般 10 30 ～ 5 0 5 0～ 70 7 0 ～ 9 0 9 0－ 110

※冷却塔，空気圧縮機は，原動機の定格出力（畑）　ボイラは，伝熟面積（mz）

表2　調査能力項目

能ナJ　　　　 施設 名 冷却塔 空気j王縮機 ポイラ

原動機の定格出力（Ⅲ ） （⊃ 〔） ○

冷却容量（冷却 トン＝ R T ） ○

送風機の直径（mm） ○

定格体積 虎量（m J／皿 ） （⊃

伝 熟面積 （皿：） ○

定格 蒸発量 （kg／ h ） ○

バーナの燃焼能力（1／b ） ○

使用年数 （年 ） （⊃ ○ ○

3　調　査　方　法

3・1　測定システムおよび測線配置

原則として，図1に示す機器を用いたシステムによ

り，図2－1，r2に示す測線にマイクロホンを配置

して測定した。

精密騒音計

RION

NA－60

テ一夕レコ一夕 FFTアナライザ

TE AC NICOLET
M R－30　　　　　　　　446A

図1　測定システム

図2－1　測線配置

1ヰ1m （空気圧編機，ホイラ）

図2－2　測線配置

3・2　測定方法

3・2・1　冷却塔

冷却塔は，設置場所か屋外で，しかも，ほとんど床

面が反射性のコンクリートの屋上にあることから，「自

由音場法（半自由普場）」によることとし，原則として，

周国に大きな反射物かなく，また，暗騒音のない状態

で，ほぼ全員荷状態について行った。

冷却塔から法線方向に半径rl，r2，　，rれの測定

点を数測線選び，それぞれのオクターブバンド音庄レ

ベル（SPLoct）を測定し，オクタⅥブバンドごとに

距離rlのSPLoct（rl），r2のSPLoct（r2），　，r¶

のSPLoct（rn）から，対数回帰計算によr）測線ごと

に拒稚rのSPLoctを求めた。次に，これをパワー平

均して，平均オクターブバンド音庄レベル（和議）

を算出した。これから，次式によりオクターブバンド

パワーレベル（PWLoct）を計算した。

PWLoct＝SPLoct＋20logr＋8　（dB）

更に，各PWLoctからオーバーオールパワーレベル

（PWL），A補正パワpレベル（PWL（A））を求めた。

3・2・2　空気圧相模およびボイラ

空気圧縮機とボイラは，設置場所が室内であること

などの理由から，「近接音場法」を用いた。ただし，この

測定法では正確なパワーレベルの測定か冨経であるた

め，「見掛けのパワーレベル」として求めることにした。
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原則として，暗騒音のない，広い室内に設置された

空気圧縮機，ポイラ（音源）について，音源から1m

地点のSPLoctを数点測定し，これをパワー平均して

言責巧言話を求め，次式によりPWLoctを計算した。

pwL。。t＝抒［謡－10log（盲覧＋意）佃）

ここに，Q　音源の方向係薮」牒⊥．に音源かある場合・

Q＝2）

R．重宝数（R＝S左／（1一α））

たたし，S二重内裏面積

左：平土J吸音辛

ここて，広い三内に設置された吉原の場合には，r＝1ロ1とすると

表3　パワーレベルと能力および各能力問の相関係数

a　向流式冷却塔　　　　　　　　　　　　　　　　N＝15

原重力機の
定格出力 iて㌻却容量

コ量風機グ）
血径 使用年妻汝

J鼓動機の
定格出力
†令却谷旨占 　 ※；褒0 984

　＼
送 風 機 の 澤H 褒 ※ ※
直 径 0　9 24 0　9 6 5

イ重用 年 数
0　3 32 0　2 43 0 150

　　＼

P W L （A ） ※ ※ 士 キ ・－　＋
0　3 5 10　7 32 0　7 11 0　 66 7

P IV L
※ ÷ 十

0　4 2 10　6 22 0　6 08 0　 5b b

※※　危険率1％て有菅
※　危「兵卒5％て有意

b　回転式空気圧縮機　　　　　　　　N＝16
J京動 幸幾の 完．桔

使 用 草 薮
定 格 出 力 体 手童／先主≡

γ震動 磯 の

定 格 出 力

定 格

体 f勘 定量

　 芳；※

0 99 8

†吏月］年 数
0　 4 17 0　 40 2

＼　 ＼

P W L （A ）
÷ ÷ ※ ※ ＋

0　 70 7 0　 69 9 0　5 16

P W L
）菜※ ∋褒き震

0 ．4 520　77 5 0　 7 85

※※　危険率1％て有音
※　危険率5％て有音

c　往復式空気圧縮機（負荷）　　　　N＝13

原動機の 定格 使用年数
走柁・出力 休手鼻流量

J京動機の定格出力　　＼定格体登をノ克二這　※※0980 　　＼使用 年 数
－　 0　 45 0 －　 0 ．40 1

P W L （A ） キ モ ※ 渾 －　 0　32 3

0　 8 8 0 0　 8 5 5

P W L
※ ∋褒 嘉 求

－　 0　38 90　8 8 9 0 ．8 4 8

※嘉　危険率1％て有意
※　危険率5％て有意

PWL。Ct≒SPLoct＋8　　（dB）

となる。

次に，各PWLoctからPWLとPWL（A）を求めた。

4　調査結果および考察

4・1　パワーレベルと各能力および各能力間の関係

表3は，調査施設数の少なかった直交流式冷却塔と

立形水管式ボイラを除き，PWL（A）とPWLを目的変

数とし，使用年数と各能力を説明変数とした相関係数

マトリックスを示したものである。なお，有意性の検

定はF検定によF）行った。

d　往復式空気圧締磯（無負荷）　　　N＝13
J京動機の
定格出 力

宝樵
イ本手真底 邑

使用年数

J京動機の完三橋出力　＼定 格

体 ヰ白 ／瓦 鼠

　 洪 ※

0 9 6 5

イ吏 用 年 数
【　 0　 ∠王4 0 【　 0　 3 8 5

P W L （A ）
－　 0　 0 6 2 －　 0　 0 ∩4 0　 3 7 0

P W L 」
－　 0　 2 7 4

州　 0　 2 2 i 0　 2 3 6

遥粟　危険主宰1％て有者
※　危陰準5％で有竜

e　炉筒煙管式ポイラ

1云斡面植 定格ノJ㌧発品
ノヾ －－－ナの
伊、焼 古邑力

刑り左j去ノ軋擬

の定f缶「H 力
使用年数

伝幸一面相　＼

定格ブた党是　 主菜※0876
　＼

／、－ナの腱焼能力　 ※；褒0895 　 ※※0984
　　＼

押1左送ノ乱機 諮巨※ ※≡褒 ÷＋　　＼
の≡三楷出力 0　733 0　874 0　818
悸用年数 【　0　141

－　0　255
－　0186 －　0　427

　＼

PWL（A）　 ※※0813 　 キ0550
　 ※
0614 0　422 0　023

PWL 　 ÷キ0818
　 ※0607
　 ※※
0676 0　431 0　084※※　危口舞率1％て有音

※　危険率5％て有昔

f　水管式ポイラ（一般）　　　　　　　　　　　　　　　　　　N＝10

†云轟㌧面子貢 定格 六こ党是
ノヾ －－ナグ）
伊ミ焼肯邑力

押1込′芸風機

の定格 出力
使 用年数

伝 垂九面相

是柏読党是 ；褒※
0 940
　　＼

ノヾ〉ナの
欣快育邑力

　 ※※
0 936

‡掌※
0 984
＼　＼

才甲込送風機 浮上※ 淳≦※ ※※ 　＼
クつ定格出力 0　880 0　961 0．944

使用年数 －　0　522 －　0　572 －　0　534 －　0　622
　　＼

PW L（A ） ※光 ※求 モ÷ ※；棄 －　0　439
0　808 0　832 0　830 0　919

P W L ※※ ※ラ巽 薫※ ・と　十
0　975 0　95ユ 0　944 0　901 －　0　519
滋※　危険三宰1％て有菅
※　危：ロ貪率5％て有竜
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この結果，使用年数とPWL（A），PWLとの相関は，

ほとんと、認められなかった。つまl），必ずしも使用年

数が長いほどパワ∬レベルは大きくなるわけではなく，

むしろ施設の騒音は，設置後の保守管理の良否に影響

されるものと推刺される。また，各能力間には極めて

強い相関かあり，すべての施設において危険率1％で

有意であった。

向流式冷却塔のパワーレベルと各能力との相関は，

同表aに示すとおり，原動機の定桔出力＞冷却容量＞

送風機の直径の順に相関か良〈，PWL（A）は危険率1

％，PWLは危険率5％でそれぞれ有意であった。

空気圧縮機のパワーレベルと各能力との相関は，同

表b，C，dに示すとおり，無負荷状態の往復式空気

圧繍機を除き，PWL（A）およびPWLとも原動機の定

格出九定格体積流量との間に強い相関かあり，危険

率1％て有意であった。

ボイラのパワーレベルと各能力との相関は，同表e，

fに示すとおり，炉簡便管式ボイラでは，PWL（A）

ぉよひ、PWLとも伝熱面積，定格蒸発量，バーナの燃焼

能力との間に相関かあり，特に伝熟面積との間には強

a r如定式冷却塔（原動機の定格出力別）

い相関か認められ，危険率1％で有意てあった。水管

式ボイラでは，PWL（A）およびPWLとも伝熱面積，

定格蒸発量，バーナの燃焼能力とのほか才甲込送風機の

定格出力との間にも強い相関があり，すへて危険率1

％で有意てあった。

以上の結果，能力別のパワーレベルを求める場合，

実用上　表1で分類した法令に基づく届出書等から，

自治体において把握の容易な能力（冷却塔，空気圧縮

機＝原動機の定格出力，ポイラ＝伝熱面積）および業

界で一般に呼ばれている能力（冷却塔＝冷却容量，空

気圧縮機＝原動機の定格出九　ポイラ＝宕梧蒸発量）

を用いて計算しても，パワーレベルの推定ができるこ

とか明らかになった。

4・2　能力別パワーレベル

囲3は，各施設を形式別に，能力とPWL（A）やPWL

との関係にらいて，相関係数，標準誤差および対数回

帰式て示したものである。なお，この場合の能力は，

前述の結果から，「把握の容易な能力」と「業界で一

般に呼称されている能力」とを選んだ。

冷却塔は，直交流式冷却塔の調査施設数が少なかっ

図3　能力別パワーレベル
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e　回転式空気圧縮機（原動機の定格出力別）

10　　　　　　　　　100（抽セ）

g　往復式空気圧縮機（原動機の定格出力別）

100　　　　　　　　100（〕（Nt2）

主　炉筒煙管式ポイラ（伝熱面積別）

10

k　炉簡便管式ポイラ（定格蒸発量別j

f　回転式空気圧縮機（原動機の定格出力別）

b　往復式空気圧縮機（原動機の定格出力別）

100　　　　　　　　1000（N12）

J　炉筒煙管式ポイラ（伝教面積別）

10

l　炉筒煙管式ポイラ（定格蒸発量別）

図3　能力別パワーレベル
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m　一般水管式ポイラ（伝熟面積別）

。　一般水管式ポイラ（定格蒸発量別）

60

′、／′ノ′′／－／

PWL＝58．5＋22．3log（S）

（r＝0975，J＝09）

10 IOO

n　一般水管式ポイラ（伝熱面積別）

1000（Ni2）

p　一般水管式ポイラ（定格蒸発量別）

凶3　能力別パワーレベル

たので，ここでは，向流式冷却塔のみのパワーレベル

を原動機の定格出力別と冷却容量別に，同国a，b，

。，dに示した。国中の回帰式からPWL（A）を求め

ると，原動機の定格出力別ては83（atO・75EW）～93

（at7，5KW）±3dB（A），冷却容量別でも83（at20RT）

～93（at300RT）±3dB（A）であったD

空気圧縮機は，回転式空気圧縮機と往復式空気圧縮

磯の負荷時におけるパワーレベルを，原動機の定格出

力別に，同国e，f，g，bに示した0国中の回帰式

からPWL（A）を求めると，回転式では79（at7・5KW）

～90（at75KW）±4dB（A），往復式では93（at7・5KW）

～104（at75郡）±2d酎A）となり，同一能力で比較

すると1畑（A）程度回転式の方が小さかった。これは，

回転式が防音バッケー∵ジに格納されていたためと思わ

れる。（本調査では，すべてパッケージ形を調査した。）

ボイラは，炉簡便管式ボイラと水管式ボイラのパワ

ーレベルを，伝熱面積別と定格蒸発量別に，同国1，

j，k，1，m，n†0，pに示した0国中の回帰式

からPWL（A）を求めると，炉簡便管式ては伝熱面積

別で83（atlOm2）～96（atlOOm2）十3dB（A），完構築

発量別で86（at500kg／h）～97（atlO，000kg／h）±4

亜（A）であった。水管式では伝熱面積別で75（atlOIぱ）

～97（atlOOmZ）±3dB（A），定格蒸発量別で76（at500

kg／h）～99（atlO，000kg／h）±3dB（A）であったQ

形式の遠いによるPWL（A）は，同一能力で比較する

と，ノ」＼能力では水管式の方か小さく，能力が大きくな

るとほとんど同じであった。

以上の結果から，調査施設数の少なかったものや無

負荷状態の往復式空気圧縮機を除くと，能力が大きく

なればPWL（A），PWLも大きくなり，おおむね±1

～±4dBの誤差範囲内で，対数回帰式から計算により

求められることが分かった。これは，フィールドにお

ける調査結果としては，良好な適合性を示したものと

思われる。

5　ま　と　め

冷却塔，空気圧縮機およびボイラについて，形式別

のパワーレベルを，特に使用年数や各種能力別に調査

した結果，次の知見が得られた。

（1）使用年数とパワーレベルとの間に相関はなかっ

たか，能力とパワーレベルとの間には強い相関が

認められた。
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（2）能力別のパワーレベルを計算から求める場合，

実用上　届出等から把握の容易な能力や業界で一

般に呼称されている能力を用いて算出しても，パ

ワーレベルを推定できることか明らかになった。

また，これらの能力を用いてパワーレベルを計算

する場合，おおむね土4虚の誤差範囲内で，対数

回帰式から算出できることも分かった。

（3）形式の違いによるパワーレベルを比較すると，

特に空気圧縮様において顕著であF），防音パッケ

ージに格納されている回転式は，往復式に比べ14

撼（A）程度小さかった。
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